
 

名     称 千塚産業団地地区計画 

位     置 栃木市 千塚町及び尻内町の各一部 

面     積 約 36.7 ha 
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地区計画の目標 

 本地区は、東北縦貫自動車道栃木 IC より北西へ約 2.5km に位

置し、既に土地区画整理事業により基盤整備が整った市街化区域

と一級河川永野川を隔て約 200m 離れており、河川と山林に囲ま

れた静かな操業環境が確保できる地区である。さらには、栃木 IC

周辺地区と一体となった効率的な工業生産及び計画的な土地利

用を図ることのできる工業等の適地でもあることから、今後、本

市の産業集積ゾーンとなる地区でもある。 

 このため、本地区計画を策定することにより、良好な周辺環境

と調和した産業団地を形成し、将来にわたって適切に維持・保全

していくことを目標とする。 

その他当該区域の

整備・開発及び保全

に 関 す る 方 針 

（土地利用の方針） 

 周辺環境に配慮した良好な産業団地として工場立地に努める

とともに、地区内で製造された工場製品の直売施設の誘致など地

域活性化に向けた土地利用を図る。 

 

（地区施設の整備の方針） 

 土地区画整理事業により整備される地区内の道路、公園及び緑

地等について、その機能の維持・保全を図る。 

 

（建築物等の整備方針） 

 周辺環境と調和した産業団地を創出・維持するため、建築物等

に関して次の事項を定める。 

（1）建築物等の用途の制限 

（2）建築物の敷地面積の最低限度 

（3）壁面の位置の制限 

（4）建築物等の形態又は意匠の制限 

（5）かき又はさくの構造の制限 

（6）緑地の配置に関する制限 
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建築物等の用途の

制 限 

 次に掲げる建築物以外は建築してはならない。 

（1）工場 

（2）倉庫 

（3）店舗（ただし、地区内で製造された工場製品の販売を目的

とし、床面積が 500 ㎡以下のものに限る。） 

（4）事務所 

（5）車庫 

（6）前各号の建築物に付属するもの 

（7）変電施設  

建築物の敷地面積

の 最 低 限 度  1,000 ㎡ 

壁面の位置の制限 

 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から、次の各号に掲げる

境界線までの距離は、次の各号に掲げる数値以上でなければなら

ない。 

（1）地区境界線（ただし、隅切部分を除く） 

・・・2ｍ 

（2）道路境界線（ただし、隅切部分を除く） ・・・1ｍ 

（3）隣地境界線              ・・・1ｍ 

建築物等の形態又

は 意 匠 の 制 限 

1.建築物等の外壁、屋根及び工作物等の色彩は、できるだけ原色

を避け、周辺環境と調和した落ち着きのある色調のものとし、

美観・風致等を良好に保つものとする。 

2.屋外広告物は、屋外広告物法（昭和 24 年法律第 189 号）及び

栃木県屋外広告物条例（昭和 39 年栃木県条例第 64 号）の規定

によるものとする。 

かき又はさくの構

造 の 制 限 

 道路に面して設けるかき又はさくは、原則として生垣とする。 

 やむを得ずフェンス又は鉄さく等による場合は、敷地地盤面か

らの高さが 2.0m 以下の透視可能な構造とする。なお、基礎を構

築する場合は基礎の高さが地盤面から 0.6m 以下とする。 
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良好な地区環境の

確保に必要なもの

の保全を図るため

の 制 限 

１．周辺環境と調和した緑豊かで景観に優れた産業団地としての

環境に支障を及ぼす土地の区画形質の変更を行ってはならな

い。 

２．本地区及び周辺の良好な環境の維持・増進を図るため、本地

区の外周には主に中高木を配置した緩衝緑地を、また、本地区

内にうるおいある緑を創出するため、本地区内の道路及び調整

池沿いには環境緑地を次の各号に掲げる数値以上で設置しな

ければならない。 

（１）地区の外周となる地区境界線      ・・・2ｍ 

（２）道路境界線（ただし、隅切部分を除く） ・・・1ｍ 

（３）調整池                ・・・1ｍ 

（４）緩衝緑地及び環境緑地の区域においては、次の各号に掲げ

る場合を除き緑地以外の土地利用を行ってはならない。 

  ア．敷地に出入口を設置する場合 

  イ．企業名板及び外灯を設置する場合 

  ウ．かき又はさくを設置する場合 

  エ．電気設備等の工作物を設置する場合（ただし、太陽光発

電設備等は除く） 

オ．公共・公益上やむを得ない場合 

 


